
大津市保育士等奨学金返還支援事業費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、市内の保育所等に勤務する保育士等が行う奨学金の返還に必要な費用につ

いて、予算の範囲内で補助金を交付することにより、市内における保育人材の確保を図り、も

って子どもを安心して生み育てることができる環境整備の推進を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴ 保育所等 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条第２項に規定する家庭的保

育事業等を行う事業所、同第３９条第１項に規定する保育所、就学前の子どもに関する教育、

保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定

する認定こども園、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第５９条の２第１項

に規定する助成又は援助を受けている施設及び児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第

１１号）第３６条の３５第１項第２号に規定する幼稚園型一時預かり事業を行う事業所をい

う。 

 ⑵ 保育士等 保育所等に勤務する保育士及び保育教諭であって、次に掲げる者をいう。 

ア 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第８３条に規定する大学、同法第１０８条に規

定する短期大学又は同法第１２５条に規定する専修学校の専門課程（以下「大学等」とい

う。）を卒業し、当該大学等の在学中に奨学金の貸与を受けて修学した者 

イ 保育所等において常勤職員として週３０時間以上勤務している者 

 （補助対象者） 

第３条 この要綱による大津市保育士等奨学金返還支援事業費補助金（以下「補助金」という。）

の交付を受けることができる者は、令和６年８月１日以後に市内の保育所等で勤務を開始した

保育士等であって、次のいずれにも該当する者とする。 

 ⑴ 市内の同一の保育所等（当該保育所等の運営者が運営する市内の他の保育所等を含む。以

下同じ。）に１年以上引き続き勤務している者 

 ⑵ 次に掲げる法人から当該保育士等の名義で貸与を受けている奨学金（以下「補助奨学金」

という。）を有する者 

ア 独立行政法人日本学生支援機構 

イ 一般財団法人あしなが育英会 

ウ 公益財団法人交通遺児育英会 

エ 前３号に相当する法人（国又は地方公共団体を除く。）で市長が適当と認めるもの 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、補助金を交付しな

い。 

 ⑴ 第５条第１項の規定による申請の日の属する年度（以下「補助事業年度」という。）の末

日において当該申請の日と同一の保育所等に勤務していない者 

⑵ 国又は他の地方公共団体から補助金と趣旨を同じくする補助等を受けている者 

 （補助金の額等） 



第４条 補助金の額は、補助事業年度に返還する補助奨学金の合計額に２分の１を乗じて得た額

（その額に１，０００円未満の端数が生じたときは、当該端数を切り捨てた額）とし、 

２４０，０００円を上限とする。 

２ 補助金の交付は、１年度当たり１回とし、６回を上限とする。 

（交付の申請） 

第５条 大津市補助金等交付規則（平成１０年規則第３２号。以下「規則」という。）第４条第１

項の規定により市長に提出しなければならない交付申請書は、大津市保育士等奨学金返還支援

事業費補助金交付申請書（様式第１号）とする。 

２ 前項の交付申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

⑴ 保育士等奨学金返還支援事業実施計画書（様式第２号） 

⑵ その他市長が必要と認める書類 

（決定通知書） 

第６条 規則第７条第１項の規定による通知は、大津市保育士等奨学金返還支援事業費補助金交

付決定通知書（様式第３号）により行うものとする。 

２ 規則第７条第２項の規定による通知は、大津市保育士等奨学金返還支援事業費補助金交付申

請棄却（却下）決定通知書（様式第４号）により行うものとする。 

（事情変更による取消通知書等） 

第７条 規則第９条第５項の規定による通知は、大津市保育士等奨学金返還支援事業費補助金交

付決定取消通知書（様式第５号）又は大津市保育士等奨学金返還支援事業費補助金交付決定変

更通知書（様式第６号）により行うものとする。 

（補助事業等の内容の変更等の承認申請書） 

第８条 規則第１３条第１項の規定により市長に提出しなければならない承認申請書は、大津市

保育士等奨学金返還支援事業変更承認申請書（様式第７号）又は大津市保育士等奨学金返還支

援事業中止（廃止）承認申請書（様式第８号）とする。 

２ 前項の承認申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 ⑴ 交付申請書に添付した書類のうち変更が生じるもの 

 ⑵ その他市長が必要と認める書類 

（承認通知書等） 

第９条 規則第１３条第２項の規定による通知は、大津市保育士等奨学金返還支援事業変更承認

決定通知書（様式第９号）若しくは大津市保育士等奨学金返還支援事業中止（廃止）承認決定

通知書（様式第１０号）又は大津市保育士等奨学金返還支援事業変更承認申請棄却（却下）決

定通知書（様式第１１号）若しくは大津市保育士等奨学金返還支援事業中止（廃止）承認申請

棄却（却下）決定通知書（様式第１２号）により行うものとする。 

（実績報告書） 

第１０条 規則第１４条の規定により市長に提出しなければならない実績報告書は、大津市保育

士等奨学金返還支援事業実績報告書（様式第１３号）とする。 

２ 前項の実績報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

⑴ 保育士等奨学金返還支援事業実施状況報告書（様式第１４号） 

⑵ その他市長が必要と認める書類 



（確定通知書） 

第１１条 規則第１５条の規定による通知は、大津市保育士等奨学金返還支援事業費補助金確定

通知書（様式第１５号）により行うものとする。 

（交付請求書） 

第１２条 規則第１８条第１項の規定により市長に提出しなければならない交付請求書は、大津

市保育士等奨学金返還支援事業費補助金交付請求書（様式第１６号）とする。 

（取消通知書） 

第１３条 規則第１９条第４項の規定による通知は、大津市保育士等奨学金返還支援事業費補助

金交付決定取消通知書（様式１７号）により行うものとする。 

（返還通知書） 

第１４条 規則第２０条第１項の規定による返還の命令は、大津市保育士等奨学金返還支援事業

費補助金返還通知書（様式第１８号）により行うものとする。 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、その都度市長が定める。 

附 則 

 （施行日） 

１ この要綱は、令和６年８月１日から施行する。 

 （令和６年度における補助金の特例） 

２ 令和６年度において補助金の交付の申請を行う者における第３条及び第４条の規定の適用に

ついては、第３条第１項第１号中「１年」とあるのは「１月」と、第４条第１項中「補助事業年

度」とあるのは「保育所等に勤務する月数（１月未満の端数がある場合にあっては、その端数

を１月として計算する。）の間」とする。 

３ 前項の規定の適用を受け、補助金の交付を受けた者における第４条の規定の適用については、

同条第２項中「６回」とあるのは、「７回」とする。 

 （補助金の終期） 

４ この要綱は、令和９年７月３１日限り、その効力を失う。 


